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組織

監事
（行田　博）
非常勤監事
（樋口　幸一）

理事長
（小倉　和夫）

理事
（吉野　草平）

理事
（小瀧　徹）

理事
（紿田　英哉）

総務部

総務課
人事課
管理課
情報管理課

総務課
研修事業課
制作事業課
情報交流課

総務課
研修事業課
試験課

経理部

企画部

財務第一課
財務第二課
会計課
資金課

派遣課
受入課

企画課
地域課

企画開発課
日本語課
日本研究課

監査室

展示課
公演課

企画開発課
事業第一課
事業第二課

編集課
図書課
視聴覚課

ローマ日本文化会館

ケルン日本文化会館

パリ日本文化会館

ソウル日本文化センター
［日本語センター併設］

北京日本文化センター※2
［日本語センター併設］

ジャカルタ日本文化センター
［日本語センター併設］

バンコク日本文化センター
［日本語センター併設］

クアラルンプール日本文化センター
［日本語センター併設］

シドニー日本文化センター
［日本語センター併設］

トロント日本文化センター
［日本語センター併設］

サンパウロ日本文化センター
［日本語センター併設］

マニラ事務所

ニューデリー事務所

ニューヨーク事務所
［日米センター（ニューヨーク）併設］

ロサンゼルス事務所
［日本語センター併設］

メキシコ事務所

ロンドン事務所
［日本語センター併設］

ブダペスト事務所

カイロ事務所

※１. 日米親善交流部、アジアセンター事業部は
それぞれ日米センター、アジアセンターと通称。

※２. 北京日本文化センターは、北京事務所と通称。

職員数　227名
（うち海外事務所派遣職員数　62名）

本部

人物交流部

日本研究部

芸術交流部

メディア事業部

附属機関

関西国際センター

支部

京都支部

海外事務所

日本語国際センター

※1
アジアセンター事業部

※1
日米親善交流部

知的交流課
国内事業課

国際交流基金の組織（2003年度末現在）



組織

運営審議会は、国際交流基金法第21条により設置され、理事長の諮問に応じ、予算
編成方針、事業計画、資金計画の概要等基金の業務運営に関する重要事項を審議する
諮問機関で、そのメンバーは国際文化交流に造詣の深い学識経験者20名以内で構成さ
れている。同委員は外務大臣の認可を受けて理事長より任命される。任期は2003年9月
30日までである。

運営審議会委員 (五十音順、敬称略) 
石毛　直道　(国立民族学博物館館長) 
植木　　浩　(全国書美術振興会理事長) 
上野田鶴子　(東京女子大学教授) 
尾崎　　護　(矢崎総業株式会社顧問) 
粕谷　一希　(評論家) 
片倉もとこ　(中央大学教授)
北岡　伸一　(東京大学教授)
木村尚三郎　(静岡文化芸術大学学長) 
小島　　明　(日本経済新聞社論説主幹) 
高階　秀爾　(東京大学名誉教授) 
芳賀　　徹　(京都造形芸術大学学長) 
波多野敬雄　(財団法人フォーリン・プレスセンター理事長) 
濱下　武志　(京都大学教授) 
グレン・S・フクシマ　(日本ケイデンス・デザイン・システムズ株式会社社長) 
福原　義春　(株式会社資生堂名誉会長) 
三谷太一郎　(成蹊大学教授) 
山岡　義典　(日本NPOセンター常務理事) 
山田　洋次　(映画監督) 
若原　泰之　(元朝日生命保険相互会社取締役相談役) 

2003年度は以下のとおり、１回の会合を行なった。
｢第65回運営審議会｣ 
開催日：2003年6月26日(木) 
議　題：報告・審議事項

・平成15年度主要事業概要
・国際交流基金をめぐる政策提言等
・国際交流基金の機構改革について
・中期計画の策定に向けて：事業のあり方等について
・自由討論

日本研究米国諮問委員会は、日米両国間の文化交流が基金の活動の中で特に大きな
割合を占めている事実に鑑み、基金の対米日本研究支援事業につき意見及び助言を得
るため設置されている機関で、米国の著名な日本研究者15名の委員で構成されている。
本委員会は、米国向けのフェローシップ・プログラム及び機関援助プログラムについ
て申請の審査・推薦を行なっている。

日本研究米国諮問委員会委員(姓のアルファベット順、敬称略)
Mary E. Berry (カリフォルニア大学バークレー校教授)
Mary C. Brinton (ハーバード大学教授)
Kent Calder (ジョン・ホプキンス大学教授)
James C. Dobbins (オベリン大学教授)
Wayne Farris (テネシー・ノックスビル大学教授)
Laura Hein (ノースウエスタン大学准教授)
William W. Kelly (エール大学教授)

日本研究米国諮問委員会
(American Advisory
Committee for Japanese
Studies)

運営審議会
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諮問委員会等 (2003年度末現在)
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Ellis S. Krauss (カリフォルニア大学サンディエゴ校教授)
Leonard Lynn (ケース･ウェスタン・リザーブ大学教授)
Susan J. Napier (テキサス大学オースティン校教授)
T. J. Pempel (カリフォルニア大学バークレー校教授)
J. Mark Ramseyer (ハーバード大学ロースクール教授)
Laurel R. Rodd (コロラド大学ボールダー校教授)
Yoshiko Yokochi Samuel (ウェズリアン大学教授)
Kristina K. Troost (デューク大学パーキンス図書館国際地域研究部門長)

センターには、日米両国の有識者からなる｢日米センター評議会｣が設けられている。
事業の基本方針、重点分野、優先分野などは、年２回開催されるこの評議会の定期会
合に諮られている。

日米センター評議会委員(姓のアルファベット順、敬称略)
千野　境子 (産経新聞社論説委員)
トーマス・Ｓ・フォーリー (前米国駐日大使)
ウィリアム・Ｅ・フランクリン (フランクリンインターナショナル社社長)
バリー・D・ゲーバーマン (フォード財団上級副理事長)
ルビー・Ｐ・ハーン (ロバート・ウッド・ジョンソン財団名誉専務理事)
五百旗頭　真 (神戸大学教授)
マーティン・マイヤーソン (ペンシルヴェニア大学名誉学長)
マイク・Ｍ・モチヅキ (ジョージワシントン大学エリオット校教授)
小笠原　敏晶 (株式会社ジャパンタイムズ代表取締役会長)
緒方　四十郎 (元日本銀行理事)
大原　謙一郎 (財団法人大原美術館理事長)
椎名　武雄 (日本アイ・ビー・エム株式会社最高顧問)
田中　明彦 (東京大学教授)
エズラ・Ｆ・ボーゲル (ハーバード大学教授)

顧問等 参与(五十音順、敬称略)
岡本　行夫　　　　宮尾　舜助
和久本芳彦

日米センター顧問
藤井　宏昭 (前国際交流基金理事長)
平岩　外四 (経済団体連合会名誉会長)
ディヴィッド・ロックフェラー (元チュース・マンハッタン銀行会長)
ジョージ･P・シュルツ (元米国国務長官)
梅棹　忠夫 (国立民族学博物館顧問)

日米センター評議会
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国際交流基金は、国庫補助金(独立行政法人化後は運営費交付金)、政府からの出資金の運用収入、その他民間からの寄附金等を
財源として国際文化交流事業を実施しており、2003年度の収入支出予算は以下のとおりである。
なお、独立行政法人化後の下半期支出予算は、独立行政法人国際交流基金中期計画の事業区分にもとづくものとなっている。
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財務

上半期　2003年4月1日～2003年9月30日

(単位：百万円)

収　　入 支　　出

区分 金額 区分 金額

国庫補助金収入 6,582 人物交流事業費 743
日本研究等事業費 2,407
催し等事業費 477

運用収入 1,115 文化紹介事業費 326
調査研究費 71
在外事業費 471

寄附金収入 606 国際交流フォーラム事業費 299
アジア交流事業費 424
文化交流施設等協力事業費 500

雑収入 35 日米親善交流事業費 506
中東交流事業費 43
管理費 2,146

運用益準備金戻入 98 予備費 47

合計 8,436 合計 8,462

１．資産取得等の財源として運用資金資産を取り崩しているため、収支差が生じている。
２．百万円未満は四捨五入しているので、合計とは端数において一致しない場合がある。

下半期　2003年10月1日～2004年3月31日

(単位：百万円)

収　　入 支　　出

区分 金額 区分 金額

運営費交付金 7,663 業務経費 6,724
うち文化芸術交流事業費 1,960

運用収入 953 海外日本語事業費 1,926
海外日本研究・知的交流事業費 1,524

寄附金収入 318 調査研究・情報提供等事業費 137
その他事業費 1,177

その他収入 65 施設整備費 130
一般管理費 2,425

運用資金取崩収入 130 うち人件費 1,406
物件費 1,019

承継積立金取崩収入 150

合計 9,279 合計 9,279

2003年度予算
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上半期

貸借対照表
(平成15年９月30日現在)

(単位：円)

資　産　の　部 負債及び資本の部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流動資産 930,886,161 流動負債 738,819,538
現金・預金 607,752,925 未払金 612,054,037
前払金 25,356,762 前受金 51,852,616
未収収益 277,356,733 預り金 74,912,885
未収金 5,497,854 固定負債 5,595,833,847
その他の流動資産 14,921,887 資産見返補助金 2,965,676,639
固定資産 113,629,230,759 資産見返寄附金 2,630,157,208
有形固定資産 13,691,217,325 特別法上の引当金等
建物 12,281,456,911 運用益準備金 780,920,959
構築物 303,512,351 (負債合計) 7,115,574,344
機械・装置 9,134,105
車両・運搬具 70,917,824 資本金
工具･器具･備品 737,659,795 政府出資金 106,205,000,000
美術品 286,772,339 剰余金 1,239,542,576
建設仮勘定 1,764,000 資本剰余金 913,677,189
無形固定資産 利益剰余金 325,865,387
電話加入権 3,735,475 積立金 840,920,116
投資その他の資産 99,934,277,959 当期損失金 △ 515 ,054,729
運用資金資産 95,303,334,000 (資本合計) 107,444,542,576
長期性預金 2,949,585,794
敷金・保証金 1,681,358,165

資産合計 114,560,116,920 負債・資本合計 114,560,116,920

2003年度決算
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損益計算書
(平成15年４月１日～平成15年９月30日)

(単位：円)

費　用　の　部 収　益　の　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

経常費用 8,167,044,193 経常収益 7,697,912,657
人物交流事業費 647,124,006 運用収入 1,029,489,400
日本研究等事業費 2,512,684,847 預金利息 49,967
催し等事業費 524,005,447 有価証券利息 1,027,702,916
文化紹介事業費 300,478,606 有価証券償還益 1,736,517
調査研究費 72,650,162 補助金等収入
在外事業費 458,252,985 国庫補助金収入 6,213,197,966
国際交流ﾌｫｰﾗﾑ運営事業費 260,658,226 寄附金収入 115,431,934
日米親善交流事業費 563,448,765 寄附金収入 22,082,923
アジア交流事業費 368,376,602 特定寄附金収入 93,349,011
中東交流事業費 49,923,821 運用益準備金戻入
文化交流施設等協力事業費 4,520,000 運用益準備金戻入 85,291,314
一般管理費 2,404,920,726 資産見返戻入 192,246,742
一般管理費 2,060,059,017 資産見返補助金戻入 150,053,434
退職給与引当金繰入 3,603,431 資産見返寄附金戻入 42,193,308
減価償却費 341,258,278 事業外収益 62,255,301

特別損失 45,923,193 受取利息 107,785
固定資産売却損 15,993,087 職員住宅利用収入 3,671,950
固定資産除却損 29,930,106 著作権等収入 2,104,439

雑益 56,371,127
当期損失金 515,054,729

合　　　計 8,212,967,386 合　　　計 8,212,967,386

注1. 当期損失金515,054,729円は、国際交流基金法第29条第2項の規定により積立金を減額して整理する。
注2. 当期損失金の内訳：

(１)平成15年度運用益資産で取得した固定資産額 22,485,227円
(２)平成15年度運用益等資産固定資産減価償却額 △ 172,380,998円
(３)平成15年度運用益等資産固定資産除却額等 △ 23,707,730円
(４)平成15年度未収収益差額(対前年比) △ 41,550,088円
(５)平成15年度翌年度繰越事業差額(対前年比) △ 299,902,344円
(６)平成15年度未収利息計上額 1,204円



財務

重要な会計方針等

１．有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法によっている。

２．固定資産の減価償却方法

法人税法の基準を採用し、定額法により行なっている。なお、減価償却累計額は次のとおりである。
有形固定資産：　6,203,939,335円

３．外貨建資産・負債の換算基準

外貨建資産・負債の換算基準は、取得時の為替相場により換算しており、現金・預金19,310,953円の決算時の為替相場による円換
算額は、18,741,881円であり、569,072円の差損を生じている。

４．引当金の計上基準

運用益準備金
経済情勢等の変化等の理由により予定した運用収入を確保することが困難となった場合において、国際交流基金会計規程第42条
第4項ならびに同第42条の2の規定により、運用益準備金を計上している。なお、繰入限度額は資本金の2.5％である。
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下半期

貸借対照表
(平成16年３月31日)

(単位：円)

資　産　の　部 負債及び資本の部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流動資産 12,691,088,602 流動負債 1,527,708,162
現金・預金 8,122,116,444 運営費交付金債務 767,671,532
有価証券 4,193,325,277 未払金 664,532,077
前渡金 64,563,719 未払費用 1,911,360
前払費用 17,136,009 未払消費税 322,300
未収収益 264,833,792 預り金 44,468,361
その他の流動資産 29,113,361 リース債務 30,312,378

固定資産 102,717,820,459 賞与引当金 18,490,154
有形固定資産 13,678,767,889 固定負債 146,235,655
建物 12,270,576,606 資産見返負債 72,269,970
減価償却累計額 △ 278,412,130 資産見返運営費交付金 65,418,573

構築物 306,967,451 建設仮勘定見返運営費交付金 6,851,397
減価償却累計額 △ 13,877,913 長期預り寄附金 32,970,391

機械・装置 9,134,105 長期リース債務 40,995,294
減価償却累計額 △ 875,785 (負債合計) 1,673,943,817

車両・運搬具 81,033,430
減価償却累計額 △ 12,048,009 資本金 110,970,859,465

器具・備品 788,464,053 政府出資金 110,970,859,465
減価償却累計額 △ 124,792,390 資本剰余金 484,159,208

美術品 429,420,074 資本剰余金 27,992,414
土地 216,327,000 損益外減価償却累計額 △ 438,639,018
建設仮勘定 6,851,397 損益外固定資産除売却差額 △ 1,445,975

無形固定資産 131,293,910 民間出えん金 896,251,787
借地権 10,598,000 利益剰余金 2,279,946,571
ソフトウェア 120,128,910 承継積立金 1,948,488,483
電話加入権 567,000 当期未処分利益 331,458,088

投資その他の資産 88,907,758,660 (うち当期総利益 331,458,088)
投資有価証券 87,206,413,301 (資本合計) 113,734,965,244
敷金・保証金 1,701,345,359

資産合計 115,408,909,061 負債資本合計 115,408,909,061
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損益計算書
(平成15年10月1日～平成16年3月31日)

(単位：円)
経常費用

文化芸術交流事業費 1,914,256,374
日本語教育事業費 2,006,215,621
日本研究・知的交流事業費 1,189,311,237
その他事業費 1,727,885,055
調査研究・情報提供等事業費 223,738,030
在外事業費 1,304,108,959
文化協力施設等協力事業費 200,038,066
一般管理費 1,208,561,347
財務費用 714,638
雑損 6,543,783

経常費用合計 8,053,488,055

経常収益
運営費交付金収益 6,790,015,406
運用収入 951,750,644
預金利息 40,251
有価証券利息 951,710,393
寄附金収益 222,896,073
寄附金収益 28,354,150
特定寄附金収益 194,541,923
資産見返戻入
資産見返運営費交付金戻入 5,170,678
財務収益
受取利息 50,506
雑益 60,725,988

経常収益合計 8,030,609,295

当期純損失 22,878,760
承継積立金取崩額 354,336,848
当期総利益 331,458,088
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利益の処分に関する書類
(平成16年8月10日)

(単位：円)

I 当期未処分利益 331,458,088
当期総利益 331,458,088

II 利益処分額
積立金 331,458,088

331,458,088 331,458,088

キャッシュフロー計算書
(平成15年10月1日～平成16年3月31日)

(単位：円)

I 業務活動によるキャッシュフロー
事業による支出 △ 5,154,177,931
人件費支出 △ 1,213,159,923
その他の業務支出 △ 1,697,769,091
運営費交付金収入 7,663,120,000
運用収入 960,063,547
寄附金収入 204,013,848
その他の雑収入 123,346,198

小計 885,436,648
利息の受取額 49,360
利息の支払額 △ 714,638

業務活動によるキャッシュフロー 884,771,370
II 投資活動によるキャッシュフロー

投資有価証券の取得による支出 △ 9,351,647,600
投資有価証券の償還による収入 7,536,200,000
有形固定資産等の取得による支出 △ 212,851,798
敷金・保証金の取得による支出 △ 32,499,879
敷金・保証金の返還による収入 152,809

投資活動によるキャッシュフロー △ 2,060,646,468
III 財務活動によるキャッシュフロー

リース債務の返済による支出 △ 16,544,782
財務活動によるキャッシュフロー △ 16,544,782

IV 資金に係る換算差額 △ 993,714
V 資金増加額 △ 1,193,413,594
VI 資金期首残高 9,315,530,038
VII資金期末残高 8,122,116,444
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行政サービス実施コスト計算書
(平成15年10月1日～平成16年3月31日)

(単位：円)
I 業務費用

損益計算書上の費用
事業費用 6,837,668,287
一般管理費 1,208,561,347
財務費用 714,638
雑損 6,543,783 8,053,488,055

(控除)自己収入等
運用収入 △ 951,750,644
寄附金収入 △ 222,896,073
財務収益 △ 50,506
雑益 △ 60,725,988 △ 1,235,423,211
業務費用合計 6,818,064,844

II 損益外減価償却等相当額 440,084,993
損益外減価償却相当額 438,639,018
損益外固定資産除却相当額 1,445,975

III 引当外退職給付増加見積額 △ 119,903,904

IV 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は
減額された使用料による貸借取引
の機会費用 193,613,177

政府出資又は地方公共団体出資等の
機会費用 794,737,535 988,350,712

V 行政サービス実施コスト 8,126,596,645
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重要な会計方針
１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用している。

２．減価償却の会計処理方法

(1)有形固定資産
定額法を採用している。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおり。
建物　　　　　　　　　２～４３年
構築物　　　　　　　　２～１５年
機械・装置　　　　　　２～１３年
車両・運搬具　　　　　２～　６年
工具・器具・備品　　　２～２０年

特定の償却資産(独立行政法人会計基準第86)の減価償却については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表
示している。

(2)無形固定資産
定額法を採用している。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5年)に基づいている。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなされるため、退職給付にかかる引当金は計上していない。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金及び年金基金積立不足額に関して
財源措置がなされるため、退職給付にかかる引当金は計上していない。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基づき計算された退職一時金に係
る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

４．賞与引当金の計上基準

運営費交付金によって予算措置されない役職員の賞与支給に備えるため、当基金の賞与支給に係る規程に基づく見込額を計上し
ている。

５．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有を目的とするため償却原価法を適用している。

６．外貨建資産・負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1)国又は地方公共団体財産の無償使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
各都道府県等の条例等で定める土地使用料並びに近隣の賃借料を参考に計算している。

(2)政府出資の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成16年3月末利回りを参考に1.435％で計算している。

８．リース取引の処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によってい
る。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理によってい
る。

９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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注記事項

(貸借対照表関係)
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額：4,381,995,592円

退職給付債務及びその内訳

平成15年度

(1)退職給付債務 4,381,995,592
(2)年金資産 0
(3)未積立退職給付債務　(1)＋(2) 4,381,995,592
(4)会計基準変更時差異の未処理額 0
(5)未認識数理計算上の差異 0
(6)未認識過去勤務費用(債務の減額) 0
(7)貸借対照表計上額純額　(3)＋(4)＋(5)＋(6) 4,381,995,592
(8)前払年金費用 0
(9)退職給付引当金　(7)－(8) 4,381,995,592

退職給付費用の内訳

平成15年度

(1)勤務費用 82,037,070
(2)利息費用 30,072,980
(3)期待運用収益 △9,999,790
(4)数理計算上の差異の費用処理額 △63,739,961
(5)その他(厚生年金基金加入者掛金) △59,134,603

退職給付債務などの計算基礎

平成15年度

(1)割引率　　　　　　　　　　　　　　　退職年金 2.0％
(2)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(3)過去勤務債務の処理年数 ―
(4)数理計算上の差異の処理年数 1
(5)その他(会計基準変更時差異の処理年数、実際運用収益等) 1

(行政サービス実施コスト計算書関係)
国又は地方公共団体からの出向職員に係る引当外退職給付引当金増加見積額 6,376,700円

(キャッシュフロー計算書関係)
1. 現金及び現金同等物と貸借対照表に記載される金額との関係
貸借対照表の現金預金残高 8,122,116,444円
現金及び現金同等物の期末残高 8,122,116,444円

2. 重要な非資金取引
該当事項はない。

(重要な債務負担行為)
該当事項はない。

(重要な後発事象)
該当事項はない。
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国際文化交流事業は、国民間の相互理解を深め、永続
的な友好関係を維持することを主たる目的としていること
から、事業の実施にあたっては広く国民的基盤に立って行
なわれることが望ましい。
また事業の財源の面においても、政府のみならず企業、

団体、個人等の民間各界より支援を受けることが期待され
る。この意味で、独立行政法人国際交流基金は民間各界に
対し出えん金、寄附金、物品供与等の様々な形態の支援を
お願いしている。
民間からの当基金に対する資金拠出には、出えん金、

寄附金の2通りがある。このうち出えん金は政府出資金と
ともに基金の事業を生み出す元本を形成している。また寄
附金には以下のとおり、基金の文化交流事業費に充当する
一般寄附金及び海外の公益団体が実施する特定の文化交流
事業に資するよう、使途につき要望が付される特定寄附金
とがある。基金設立以来2003年度末までの一般寄附は21
億9,836万円、特定寄附金は604億9680万円にのぼる。

１．一般寄附金

基金の実施する文化交流事業の事業費に充当される寄附金
（一般管理費等には充当されない）。寄附の時期、寄附額とも
任意の｢一般寄附金制度｣、毎年定額の寄附をお願いする｢賛
助会｣と基金事業への関心理解を深めてもらう｢友の会｣から
なる｢会員制度｣とがある。2003年度の一般寄附は、14件、
2331万円である。

(1)一般寄附金
寄附の時期、寄附額とも任意の寄附金。
寄附金は基金の事業費に充てるが、寄附者の意向に従って
寄附された年度に使い切る方式と、当該寄附金をファンドと
してその運用利息を恒久的に事業費に振り向ける方式とがあ
る。
後者の場合、寄附者の希望及び寄附額によってはこれを以
て特別事業を行ない、事業のプロジェクト名に寄附者（法
人･個人を問わない）の名を冠する｢冠寄附｣とすることもで
きる。現在までの冠寄附事業例は次のようなものがある。
｢内田奨学金｣（内田元亨氏のご寄附による）
米国・欧州等の若手音楽家を我が国に招へいし、我が国の
著名な音楽関係者との交流を行なうとともに共演、共同制作
に従事する機会を与える。（担当：人物交流部受入課）
｢高砂熱学工業基金｣（高砂熱学工業（株）からのご寄附に
よる）
東南アジア地域における日本研究分野の継続的人材育成の
ため、大学院生を対象とする奨学金を支給する。（担当：日
本研究部日本研究課）
｢開高健氏記念アジア作家講演会シリーズ｣（開高初子氏

（故）・開高道子氏（故）のご寄附による）
毎年、アジアより文学関係者を日本に招き、国内の複数都
市に於て巡回講演会を実施し、日本では紹介されることの少
ないアジアの文学を紹介するとともに、日本の文学関係者と
の交流の場を設けることにより、日本文学とアジア文学の交
流を促進する。（担当:アジアセンター事業部国内事業課）
｢渡辺健基金｣（元外務省職員で、研修で米国留学中に交通
事故で亡くなられた渡辺健氏のご尊父、渡辺行信氏のご寄附
による）

質の高い研究を行なっている中国の日本研究機関に対し、
日本関係図書を継続的に寄贈する。
（担当：メディア事業部図書課）

《一般寄附者》
ヴェニスビエンナーレ実行委員会　／（株）資生堂／JR東海モ
ニター会員／2002年［日本年］［中国年］日本側実行委員会／
日本･インド、日本･パキスタン、日本･スリランカ、日本･バン
グラデシュ国交樹立周年記念事業組織委員会／ひととロボット
展実行委員会／(財)ユネスコ・アジア文化センター

(2)会員制度

イ. 賛助会
毎年会費として一定額の寄附金をいただく制度。｢賛助会｣
の会員は、普通会員と特別会員に分かれ、前者は1口（法人
10万円、個人2万円）以上、後者は5口以上毎年納入願ってい
る。
納入された賛助寄附金は文化交流事業に充当し、会員に対
しては、基金出版物の配布、基金主催･共催の講演会等催し
物への招待、基金図書館利用等の特典を供与している。2003
年度末の会員数は190名である（匿名希望の会員を含む）。

《賛助会員》（五十音順、敬称略）（2004年3月31日現在）
（特別会員　団体）
（株）講談社 松竹（株）
電源開発（株） （株）東京三菱銀行
（株）みずほ銀行 （株）UFJ銀行東京公務部
（株）ワコール
（特別会員　個人）
伊藤　輝和 佐々木　健二
田村　正子
（普通会員　団体）
朝日生命保険相互会社 (財)池坊華道会
出光興産（株） （株）印象社
ウシオ電機（株） HSBC証券会社東京支店
(財)ＮＨＫインターナショナル
（株）オカモトヤ 海外新聞普及（株）
カトーレック（株） （株）紀伊國屋書店
共栄火災海上保険（株） 近畿日本ツーリスト（株）
講談社インターナショナル（株）
(財)講道館 (社)国際交流サービス協会
（株）国際サービスエージェンシー
コスモ証券（株） (学)駒澤大学
(財)裏千家今日庵 （株）桜映画社
三洋電機空調（株）システムサービス本部　
（株）資生堂 （株）ジャパンエコー社
（株）ジャパンオリジナルテクニック
(社)出版文化国際交流会 (財)少林寺拳法連盟
スターレーン航空サービス（株）
角谷産業（株） (学)成城学園
(財)全日本剣道連盟 (財)全日本柔道連盟
第一生命保険相互会社 （株）第一成和事務所
ダイキン工業（株） 大和証券ＳＭＢＣ（株）
（株）電通 東京工業品取引所
（株）東京スタデオ 東京ビジネスサービス（株）
日興コーディアル證券（株）（株）ニッコクトラスト
日新火災海上保険（株） 日本折紙協会

民間からの資金援助
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(1) 法人の場合
通常の寄附金損金算入額とは別枠でこれと同額まで損金算
入が認められる。
損金算入の限度額は次の計算式による。
損金算入額＝｛（資本等の金額×事業月数／12×2.5／1000）＋
（所得金額＋損金経理の寄附金）×2.5／100｝×1／2

(2) 個人の場合
所得の1／4を上限として、その寄附額から1万円を差し引い
た金額が所得控除の対象となる。また、相続財産からの寄附
についても税制上の優遇措置がある。
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地域別件数表

地域 合計 アジア 大洋州 米州 欧州 中東 アフリカ

件数 23 10 0 9 4 0 0

金額（千円） 287,890 90,150 0 188,220 9,520 0 0
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